
証券コード 6295
平成28年３月２日

　

株 主 各 位
岐 阜 県 岐 阜 市 中 洲 町 18 番 地

取締役社長 國 米 利 政

第52期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第52期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席賜りま
すようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権
行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成28年３月17日(木曜日)午後５時30分までに
到着するよう、ご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
　

記

1. 日 時 平成28年３月18日(金曜日)午前10時

2. 場 所 岐阜県岐阜市長良648
　岐阜グランドホテル 本館２階 孔雀の間

〔末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。〕

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第52期(平成27年１月１日から平成27年12月31日まで)事業報告
および計算書類報告の件

決 議 事 項

　第１号議案 剰余金の処分の件

　第２号議案 定款一部変更の件

　第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

　第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

　第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額設定の件

　第６号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件

　第７号議案 退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。

◎ 株主総会参考書類、事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト(http://www.fujihensokuki.co.jp/)に掲載させ
ていただきます。

― 1 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年02月17日 16時36分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



（添付書類）
事 業 報 告

（平成27年１月１日から
平成27年12月31日まで）

1. 会社の現況に関する事項
　(1) 事業の経過および成果

当期におけるわが国経済は、政府の経済再生に向けた基本方針のもと、各種政

策の効果もあり、雇用・所得環境の改善など、景気はゆるやかな回復基調で推移

する一方、中国を始めとするアジア新興国における景気の減速感や、原油価格の

下落などが国内景気を下押しするリスクとなっており、依然として先行き不透明

な状況が続きました。

当社関連の減速機関連業界は、平成27年４月に施行されたモータ高効率規制に

よる需要の増加や、景気回復に伴う設備投資の増加基調などにより、回復傾向に

ありました。立体駐車場関連業界においては、外国人観光客の増加や、回復傾向

にある国内経済の下支えにより、不動産市場は活性化しましたが、立体駐車場市

場規模の縮小や価格競争の激化などにより、依然として厳しい状況が続きました。

このような環境のもと、当社におきましては、生産体制の強化・見直しを図る

とともに、顧客志向に立った製品開発、差別化した提案営業を推進し、いかなる

事業環境の変化にも対応すべく更なる原価低減活動と生産性の向上に努めてまい

りました。

減速機関連事業では、保有技術を活かした製品開発に取組むとともに、特殊製

品による成長分野への積極的な提案営業を行い、顧客満足度の向上と受注獲得に

努めてまいりました。

　駐車場装置関連事業では、マーケティングに基づく戦略的営業展開を図るとと

もに、コスト競争力の強化を推進し収益改善に努めてまいりました。

　室内外装品関連事業では、生産・品質管理体制の強化を図り、受注獲得と安定

した収益確保に努めてまいりました。

この結果、当期の売上高は6,496百万円（前期比9.9％増）、営業利益は200百万

円（前期比18.4％減）、経常利益は225百万円（前期比15.8％減）、当期純利益は

133百万円（前期比18.6％減）となりました。

なお、セグメントの業績は次のとおりであります。
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［減速機関連事業］

前期におけるシャッタ開閉機関連製品特需の反動により、シャッタ関連製品の

受注が減少傾向で推移いたしましたが、国内における設備投資動向の増加基調に

加え、高効率ギヤードモータへの切替需要などを背景に、積極的な営業展開を推

進した結果、特殊減速機などの受注が堅調に推移したことで、売上高は3,247百万

円(前期比4.0％増)となりました。営業利益につきましては、継続的な原価低減活

動に努めましたが、当期における受注機種構成の変動などにより158百万円(前期

比24.1％減)となりました。

［駐車場装置関連事業］

主力製品である「パズルタワー」の新規着工の増加や、改造・改修工事の受注

が堅調に推移したことなどにより、売上高は2,762百万円(前期比29.3％増)となり

ました。営業利益につきましても、依然として、資材価格や人件費の高騰など原

価上昇傾向が続くなか、原価低減活動に取組み48百万円(前期比817.3％増)となり

ました。

［室内外装品関連事業］

品質管理の徹底と性能の向上に努めましたが、受注の減少により、スライディ

ングドアシリーズの売上が総じて落ち込み、売上高は487百万円(前期比25.0％減)

となりました。営業損益につきましても、コスト低減活動等による収益確保に努

めましたが、売上高減少等により６百万円の損失(前期は31百万円の利益)となり

ました。

会社のセグメント別売上高
　

区 分 主 要 製 品

第 51 期
(平成26年12月期)

第 52 期
(平成27年12月期) 増減率

金 額 構成比 金 額 構成比

減 速 機 関 連 事 業

汎用減速機(ギヤードモータ)
特殊減速機
シャッタ用駆動装置
ジェットセイバー
(消防用非常装置)

千円 ％ 千円 ％ ％

3,122,918 52.8 3,247,187 50.0 4.0

駐車場装置関連事業

パズルタワー
スーパーパズルGS、LB
パズルタワーミニ10
パズルタワーエコ軽
ぺアパーク

2,136,594 36.2 2,762,204 42.5 29.3

室内外装品関連事業
可動間仕切
(スライディングドア)
パネルルーバー

649,051 11.0 487,014 7.5 △25.0

合 計 5,908,564 100.0 6,496,406 100.0 9.9
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　(2) 設備投資の状況

当期において実施いたしました設備投資の総額は194百万円で、その主なものは

次のとおりであります。

シャフト加工機（減速機部品加工機械装置） 44百万円

歯切盤（減速機部品加工機械装置） 29百万円

ＮＣ旋盤（減速機部品加工機械装置） 27百万円

　

　(3) 資金調達の状況

当期において、特記すべき事項はありません。

　

　(4) 対処すべき課題

今後のわが国経済の見通しは、政府の経済再生に向けた基本方針のもと、緩や

かな景気の回復が期待されますが、アメリカの金融政策正常化が進むなか、中国

を始めとしたアジアの新興国の景気減速や、原油価格下落による海外景気の下振

れリスクに加え、国内市場においても企業の設備投資が伸び悩むなど、経営環境

は依然として先行き不透明な状況が続くものと思われます。

このような環境のもと、当社といたしましては、マーケティングに基づく当社

の強みや技術を活かした製品開発と生産体制の最適化を行い、事業の拡大を目指

してまいります。また、今後見込まれる事業環境の変化に備え、中核技術である

動力伝導技術に中長期的な対策と資源を投入し、安定した収益を確保し続ける経

営基盤の構築に努めてまいります。

減速機関連事業では、保有技術を活用し、お客様の要求に応えられる製品開発

と生産体制の強化を行い、当社の強みを活かした既存業種領域の深耕開拓、成長

産業分野へ注力した新規顧客展開により、シェア拡大に努めてまいります。

　駐車場装置関連事業では、法令改正に適応した安全性の高い製品開発を行い、

当社優位の「くし歯技術」を活かした、業界トップレベルの入出庫能力や省エネ

性能、耐震性などの付加価値提案を、需要増加が見込まれる分野へ積極的に展開

するとともに、製造・施工コストの管理体制強化と低減活動を進め、受注獲得と

収益改善に努めてまいります。

　室内外装品関連事業では、品質管理体制の強化と生産性の向上により、利益確

保に努めてまいります。

なお、次期の見通しにつきましては、売上高6,500百万円、営業利益240百万円、

経常利益260百万円、当期純利益150百万円を見込んでおります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお

願い申しあげます。
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　(5) 財産および損益の状況の推移
　

区 分
第 49 期

(平成24年12月期)
第 50 期

(平成25年12月期)
第 51 期

(平成26年12月期)
第 52 期

(平成27年12月期)

売 上 高(千円) 6,098,744 5,804,262 5,908,564 6,496,406

経 常 利 益(千円) 271,633 301,817 268,317 225,839

当 期 純 利 益(千円) 142,475 170,028 163,627 133,159

１株当たり当期純利益(円) 8.42 10.05 9.67 7.87

総 資 産(千円) 10,634,214 10,774,939 11,028,045 11,202,218

純 資 産(千円) 9,206,498 9,324,125 9,422,186 9,564,368

１株当たり純資産額(円) 544.25 551.20 557.00 565.41

　

　(6) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社との関係
　

会 社 名 資 本 金 当社への議決権比率 主要な事業内容

立川ブラインド工業
株 式 会 社

千円 ％
ブラインド、間仕切、
カーテンレール等の製造、販売

4,475,000 55.56

(人的・資本的関係)

当社の親会社である立川ブラインド工業株式会社は、当社の議決権の55.56%

を所有しております。また、当社は親会社から出向者の派遣を受けております。

(取引関係)

当社は製造した一部減速機を電動ブラインドの部品として、また、可動間仕

切等を親会社へ販売しております。

当社は親会社との取引に関して、市場実勢価格等を勘案して、取引条件等を

決定しておりますので妥当性はあると考えております。また、当社取締役会を

中心とした当社独自の決定を行っており、意思決定手続の正当性については問

題ないものと考えております。

② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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　(7) 主要な事業内容 (平成27年12月31日現在)

当社は、各種産業機械、電動シャッタ駆動装置等の変減速機を製造、販売して

おり、また関連技術を応用した機械式立体駐車装置の設計、施工ならびに製造、

販売を行っております。さらにその他事業として可動間仕切等の製造、販売を行

っております。

　

　(8) 主要な事業所および工場 (平成27年12月31日現在)
　

名 称 所 在 地

本 社 岐阜県岐阜市中洲町18

東 京 支 店 東京都新宿区西新宿４－15－３

美 濃 工 場 岐阜県美濃市極楽寺963－１

テ ク ノ パ ー ク 工 場 岐阜県美濃市楓台７

　

　(9) 従業員の状況 (平成27年12月31日現在)
　

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

197名(58名) 0名 　39.0歳 14.2年
　

(注) 1. 従業員数は就業人員であります。

2. 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(10) 主要な借入先 (平成27年12月31日現在)

該当事項はありません。

　

(11) その他会社の現況に関する重要な事項

当期において、特記すべき事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項 (平成27年12月31日現在)

(1) 株式に関する事項

　 ① 発行可能株式総数 44,000,000株

　 ② 発行済株式の総数 17,955,000株

　 ③ 株 主 数 1,534名

　 ④ 大 株 主（上位10名）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

立 川 ブ ラ イ ン ド 工 業 株 式 会 社 9,393,216 55.52

富 士 変 速 機 取 引 先 持 株 会 1,535,100 9.07

株 式 会 社 愛 知 銀 行 526,500 3.11

株 式 会 社 十 六 銀 行 454,800 2.68

岐 阜 信 用 金 庫 437,700 2.58

富 士 変 速 機 従 業 員 持 株 会 374,950 2.21

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 171,000 1.01

鴨 下 英 夫 149,200 0.88

岐 阜 商 工 信 用 組 合 141,500 0.83

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 141,000 0.83
　

(注) 当社は自己株式1,039,290株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　

　(2) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

　

3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
　(1) 取締役および監査役の氏名等 (平成27年12月31日現在)
　

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

國 米 利 政

常 務 取 締 役 足 立 髙 則 製造本部長

取 締 役 井 本 明 管理本部長兼品質保証部管掌

取 締 役 市 原 英 孝 営業本部長兼減速機営業部長

取 締 役 山 田 昭 広 技術部長

取 締 役 山 岸 万 人
立川ブラインド工業株式会社
技術本部技術開発部長

常 勤 監 査 役 宮 川 青 二

監 査 役 蓮 井 隆 之
立川ブラインド工業株式会社
監査室長

監 査 役 中 島 茂

　

(注) 1. 取締役の山岸万人氏は、社外取締役であります。

2. 監査役の蓮井隆之、中島 茂の両氏は、社外監査役であります。

3. 蓮井隆之氏は、親会社である立川ブラインド工業株式会社の経理部門で経理経験を有し、

財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

4. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。

　(1) 就 任

平成27年３月20日開催の第51期定時株主総会において、山田昭広氏は取締役に新たに選

任され、就任いたしました。

　(2) 退 任

平成27年３月20日開催の第51期定時株主総会終結の時をもって、取締役中島寿和、小酒

井延雄の両氏は任期満了のため退任いたしました。

5. 監査役中島 茂氏は、名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。
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6. 当事業年度中に以下の取締役の地位・担当等の異動がありました。
　

氏 名 新 旧 異動年月日

足 立 髙 則

常 務 取 締 役
管 理 本 部 長
兼 品 質 保 証 部 長
兼 技 術 部 管 掌

常 務 取 締 役
管 理 本 部 長
兼 技 術 部 管 掌

平成27年３月１日

井 本 明
取 締 役
製 造 本 部 長

取 締 役
品 質 保 証 部 長

平成27年３月１日

足 立 髙 則
常 務 取 締 役
管 理 本 部 長
兼 品 質 保 証 部 長

常 務 取 締 役
管 理 本 部 長
兼 品 質 保 証 部 長
兼 技 術 部 管 掌

平成27年３月20日

足 立 髙 則
常 務 取 締 役
管 理 本 部 長
兼品質保証部管 掌

常 務 取 締 役
管 理 本 部 長
兼 品 質 保 証 部 長

平成27年10月１日

足 立 髙 則
常 務 取 締 役
製 造 本 部 長

常 務 取 締 役
管 理 本 部 長
兼品質保証部管 掌

平成27年11月５日

井 本 明
取 締 役
管 理 本 部 長
兼品質保証部管 掌

取 締 役
製 造 本 部 長

平成27年11月５日

　

　(2) 取締役および監査役の報酬等の額
　

区 分 人 員 報酬等の額

取 締 役 ８名 60,457千円

監 査 役 ３名 12,940千円
　

(注) 1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2. 取締役の報酬限度額は、平成19年３月23日開催の第43期定時株主総会において年額１億

1,000万円以内と決議いただいております。

3. 監査役の報酬限度額は、平成19年３月23日開催の第43期定時株主総会において年額2,500万

円以内と決議いただいております。

4. 報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金の繰入額11,310千円(取締役9,370千円、

監査役1,940千円)が含まれております。

5. 報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金の繰入額7,010千円(取締役6,450千

円、監査役560千円)が含まれております。
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　(3) 社外役員に関する事項

　 ① 重要な兼職先と当社との関係 (平成27年12月31日現在)
　

区 分 氏 名 他の法人等の業務執行者の兼職状況 関 係

取 締 役 山 岸 万 人
立川ブラインド工業株式会社
技術本部技術開発部長

親 会 社

監 査 役 蓮 井 隆 之
立川ブラインド工業株式会社
監査室長

親 会 社

　

(注) 当社は、立川ブラインド工業株式会社の連結子会社であり、製造した減速機の一部と可動間仕

切等を親会社へ販売しております。

　 ② 社外役員の当事業年度における主な活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 山 岸 万 人
当事業年度開催の取締役会14回中13回出席し、客観的
な立場から業績やその他経営の状況を把握し、議案審
議に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 蓮 井 隆 之

当事業年度開催の取締役会14回中12回出席し、また、
監査役会には14回中12回出席し、客観的な立場から監
査を行い、議案審議に必要な発言を適宜行っておりま
す。

監 査 役 中 島 茂

当事業年度開催の取締役会14回の全てに出席し、ま
た、監査役会14回の全てに出席し、客観的な立場から
監査を行い、議案審議に必要な発言を適宜行っており
ます。

　 ③ 社外役員の報酬等の額
　

人 員 報酬等の額
親会社または当該親会社の
子会社からの役員報酬等

社外役員の報酬等の額 ３名 6,080千円 該当事項はありません。
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5. 会計監査人の状況
　(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 14,600千円

② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 14,600千円
　

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の

金額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

踏まえ、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績および報酬額

の推移ならびに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画および報

酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同

意を行っております。

　(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

　

　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判

断した場合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会

は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合には、監査役の全員の同意に基づき監査役会が会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたし

ます。
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6. 会社の体制および方針
当社は、取締役会において、会社法および会社法施行規則に基づき、業務の適

正を確保するための体制整備に向けた基本方針を次のとおり決議しております。

(平成18年５月19日初回決議、平成27年５月22日改訂決議)

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

① 当社は、監査役会設置会社として、取締役会の監督および監査を通じ、取締

役の職務執行の適法性を確保し、取締役は、取締役会の決議に基づき、職務

を遂行する。

② 当社は、事業活動を行うにあたり、法令および定款、社内規則ならびに企業

倫理の遵守をコンプライアンスの基礎とし、「企業行動憲章」「倫理行動指針」

「行動規範」を制定し、全社に周知徹底を図るとともに、研修等を通じて教育

を行う。

③ 当社は、社会の秩序や安全、企業の健全な活動に脅威を与える勢力または団

体等とは取引関係その他一切の関係を持たず、反社会的勢力から不当な要求

等を受けた場合には、毅然とした姿勢で組織的に対応し、反社会的勢力によ

る被害の防止に努める。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程等に従い、文書または

電磁的媒体に記録し、適切に保存管理を行う。取締役および監査役は、これらの

文書を常時閲覧できるものとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社の事業等のリスクについては、その現実化を未然に防止するため、各部

門が所管業務に内在するリスクを管理、分析し、適切な対策を講じるととも

に周知徹底を図り、危機管理に関する体制の整備に努める。

② リスクが現実化し、重大な損害の発生が予測される場合には、取締役は速や

かに取締役会に報告するものとする。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 当社は、会社の重要事項の決定に資するため、社長を議長とし、常勤取締役

等で構成される常務会を設置し、審議するほか、必要に応じて会議体を設け

る。

② 取締役会は、全社的な経営目標を策定し、各担当取締役は、この目標達成に

向けた具体的な施策を立案、実行する。また、目標管理の徹底と経営効率を

高めるため、取締役会および常務会においてその進捗管理を行う。
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(5) 当社および親会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社および親会社それぞれが、各部門の業務執行の適正を確保する責任と権

限を有し、法令遵守と危機管理体制の確立、ならびに効率的な職務執行を行

う。

② 定期的な親会社による監査を受け、必要に応じ改善策の実施のための助言、

支援を受ける。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

監査役は、内部監査部門等のスタッフに監査業務に必要な事項を指示すること

ができるものとする。

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項および当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助するスタッフは、その期間中、指示に関して、取締役の指

揮命令を受けないものとし、当該スタッフに対する指示の実効性を確保する。

(8) 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に

関する体制

① 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務執行状況を把握するため、取締

役会や常務会など重要な会議に出席できるものとし、必要に応じて取締役ま

たは従業員から報告を受けることとする。

② 取締役および従業員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、法令

や定款に違反する事実、内部監査状況等に関し、監査役に直接報告できるも

のとする。

(9) 監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受

けないことを確保するための体制

当社は、内部通報制度である「コンプライアンス・ヘルプライン」を設け、法

令違反等を早期に発見する体制を整備するとともに、監査役および内部監査部門

等のスタッフが連携し、通報者に不利益が生じないことを確保する。

(10) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該

職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役が、その職務の執行について生じる費用の前払または償還等を

請求したときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、

速やかに当該費用または債務を処理する。
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(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は、取締役会のほか重要な会議に出席し、経営の適法性や効率性につ

いて監視する。

② 監査役は、社長と監査上の重要事項等について、定期的に意見交換を行うと

ともに、会計監査人、顧問弁護士と連携を図り、監査業務に関する助言を受

ける機会を保証する。

(12) 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性と適正性の確保および金融商品取引法に基づく内部

統制報告書の有効かつ適切な提出に向け、財務報告に係る内部統制を構築し、そ

の体制の整備・運用状況を定期的に評価するとともに、必要な是正を行う。

　 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりで

あります。

(1) 内部統制システム全般

当社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の監査室がモニタリング

し、改善を進めております。

(2) コンプライアンス

当社は、「倫理コンプライアンス・カード」を全役員および全従業員に配布し、

法令および定款を遵守するための取組みを行っております。

また、当社は内部通報制度である「コンプライアンス・ヘルプライン」を設け、

コンプライアンスの実効性向上に努めております。

(3) リスク管理体制

内部統制委員会において、当社リスクのレビューを実施して全社的な情報共有

に努めているほか、内部統制委員会において、当該リスクの管理状況について報

告いたしております。

(4) 内部監査

監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社の内部監査を実施いたしており

ます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中における金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(平成27年12月31日現在)
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 7,691,980 流 動 負 債 1,462,170
現 金 及 び 預 金 3,840,486 支 払 手 形 590,155
受 取 手 形 1,150,585 買 掛 金 250,963
売 掛 金 589,013 工 事 未 払 金 165,417
完 成 工 事 未 収 入 金 615,947 リ ー ス 債 務 8,610
製 品 31,913 未 払 金 190,370
仕 掛 品 524,152 未 払 法 人 税 等 70,960
未 成 工 事 支 出 金 138,778 未 払 消 費 税 等 18,455
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 495,628 未 払 費 用 8,805
前 渡 金 10,472 未 成 工 事 受 入 金 23,463
前 払 費 用 17,078 預 り 金 10,381
繰 延 税 金 資 産 59,131 製 品 保 証 引 当 金 44,319
未 収 入 金 224,568 賞 与 引 当 金 23,315
そ の 他 1,964 工 事 損 失 引 当 金 41,087
貸 倒 引 当 金 △7,740 役 員 賞 与 引 当 金 11,310

固 定 資 産 3,510,237 そ の 他 4,555
有 形 固 定 資 産 2,604,412 固 定 負 債 175,679

建 物 595,158 長 期 未 払 金 9,380
構 築 物 22,755 リ ー ス 債 務 18,232
機 械 及 び 装 置 306,544 繰 延 税 金 負 債 29,779
車 両 運 搬 具 0 退 職 給 付 引 当 金 87,608
工 具、 器 具 及 び 備 品 35,714 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 26,650
土 地 1,604,963 長 期 預 り 保 証 金 4,028
リ ー ス 資 産 25,717 負 債 合 計 1,637,849
建 設 仮 勘 定 13,557 (純資産の部)

無 形 固 定 資 産 67,106 株 主 資 本 9,461,615
ソ フ ト ウ エ ア 65,242 資 本 金 2,507,500
電 話 加 入 権 1,863 資 本 剰 余 金 3,896,954

投資その他の資産 838,719 資 本 準 備 金 3,896,950
投 資 有 価 証 券 693,993 そ の 他 資 本 剰 余 金 4
出 資 金 3,320 利 益 剰 余 金 3,254,980
長 期 前 払 費 用 10,010 利 益 準 備 金 244,337
前 払 年 金 費 用 33,212 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,010,642
差 入 保 証 金 3,019 別 途 積 立 金 2,450,000
保 険 積 立 金 87,595 繰 越 利 益 剰 余 金 560,642
そ の 他 7,568 自 己 株 式 △197,819

評価・換算差額等 102,752
その他有価証券評価差額金 102,752
純 資 産 合 計 9,564,368

資 産 合 計 11,202,218 負債及び純資産合計 11,202,218
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損 益 計 算 書

（平成27年１月１日から
平成27年12月31日まで） （単位：千円）

　

科 目 金 額

売 上 高 6,496,406

売 上 原 価 5,372,893

売 上 総 利 益 1,123,513

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 922,963

営 業 利 益 200,549

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 13,385

そ の 他 17,985 31,371

営 業 外 費 用

売 上 割 引 5,179

そ の 他 902 6,081

経 常 利 益 225,839

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 36 36

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 22 22

税 引 前 当 期 純 利 益 225,853

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 76,611

法 人 税 等 調 整 額 16,082 92,693

当 期 純 利 益 133,159
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株主資本等変動計算書

（平成27年１月１日から
平成27年12月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成27年１月１日残高 2,507,500 3,896,950 4 3,896,954

会計方針の変更による累積的影響額 ― ― ― ―

会計方針の変更を反映した当期首残高 2,507,500 3,896,950 4 3,896,954

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ―

当 期 純 利 益 ― ― ― ―

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ―

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ―

平成27年12月31日残高 2,507,500 3,896,950 4 3,896,954

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

平成27年１月１日残高 244,337 2,450,000 463,838 3,158,175 △197,778 9,364,851

会計方針の変更による累積的影響額 ― ― 65,140 65,140 ― 65,140

会計方針の変更を反映した当期首残高 244,337 2,450,000 528,978 3,223,315 △197,778 9,429,992

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 ― ― △101,494 △101,494 ― △101,494

当 期 純 利 益 ― ― 133,159 133,159 ― 133,159

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― △40 △40

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― 31,664 31,664 △40 31,623

平成27年12月31日残高 244,337 2,450,000 560,642 3,254,980 △197,819 9,461,615
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（単位：千円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成27年１月１日残高 57,334 57,334 9,422,186

会計方針の変更による累積的影響額 ― ― 65,140

会計方針の変更を反映した当期首残高 57,334 57,334 9,487,326

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― △101,494

当 期 純 利 益 ― ― 133,159

自 己 株 式 の 取 得 ― ― △40

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

45,418 45,418 45,418

事業年度中の変動額合計 45,418 45,418 77,042

平成27年12月31日残高 102,752 102,752 9,564,368
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個 別 注 記 表
　

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

　 時価のあるもの …………………………決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

　 時価のないもの………………………… 移動平均法による原価法

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 通常の販売目的で保有するたな卸資産

　 評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

製品、原材料、仕掛品……………………総平均法

未 成 工 事 支 出 金……………………個別法

貯 蔵 品……………………最終仕入原価法

　(3) 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

……………………定率法

ただし、建物(附属設備は除く)については定額法

また、平成19年３月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方法によっております。

無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

……………………定額法

なお、自社利用ソフトウエアについては社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定額法

リ ー ス 資 産……………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理を行っております。

　(4) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に財務内容を評価し、回収不能見

込額を計上しております。

製 品 保 証 引 当 金……………………製品保証に伴う費用の支出に備えるため、過去の実

績率に基づいて算出した見積額および特定の製品に

対する個別に算出した発生見込額を計上しておりま

す。
工 事 損 失 引 当 金……………………受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年

度末受注工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もることができる工事につ

いて、損失見込額を計上しております。
賞 与 引 当 金……………………従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準に

より計上しております。
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役 員 賞 与 引 当 金……………………役員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準によ

り計上しております。

退 職 給 付 引 当 金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額

を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理

方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法によ

り処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により翌期から処理しております。
役員退職慰労引当金……………………役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完 成 工 事 高 及 び

完成工事原価の計上基準

……………………完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

を、その他の工事については工事完成基準を適用し

ております。

(6) 消 費 税 等 の 会 計 処 理……………………税抜方式を採用しております。

　

(会計方針の変更に関する注記）

 「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。

以下「退職給付適用指針」という。)を退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に

掲げられた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職

給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法

を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見

込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、

当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余

金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が99,908千円減少し、繰越利益剰余金が65,140千円増

加しております。また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。
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(貸借対照表に関する注記)

　(1) 関係会社に対する金銭債権及び債務

　 短期金銭債権 278,806千円

　 短期金銭債務 5,003千円

　(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,617,388千円

　

(損益計算書に関する注記)

　 関係会社との取引高

　 売 上 高 498,290千円

　 販売費及び一般管理費 7,075千円

　

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　(1) 当事業年度の末日における発行済株式の総数
　

株式の種類
当事業年度期首の

株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普通株式(株) 17,955,000 ― ― 17,955,000

　(2) 当事業年度の末日における自己株式の総数

株式の種類
当事業年度期首の

株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普通株式(株) 1,039,140 150 ― 1,039,290

　(3) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基 準 日 効力発生日

平成27年３月20日
定時株主総会

普通株式 50,747 3.00 平成26年12月31日 平成27年３月23日

平成27年７月24日
取締役会

普通株式 50,747 3.00 平成27年６月30日 平成27年９月14日

　(4) 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　 平成28年３月18日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の
総 額
(千円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

平成28年３月18日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50,747 3.00 平成27年12月31日 平成28年３月22日
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(税効果会計に関する注記)

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 流動の部

　 繰延税金資産

　 製品保証引当金 14,310千円

　 工事損失引当金 13,267千円

　 たな卸資産評価損 8,146千円

　 賞与引当金 7,528千円

　 未払事業税 6,868千円

　 その他 9,010千円

　 繰延税金資産合計 59,131千円

　 繰延税金負債との相殺 ―千円

　 繰延税金資産の純額 59,131千円

　 固定の部

　 繰延税金資産

　 退職給付引当金 27,605千円

　 役員退職慰労引当金 8,397千円

　 減損損失累計額 4,456千円

　 ゴルフ会員権評価損 3,035千円

　 その他 354千円

　 繰延税金資産小計 43,848千円

　 評価性引当額 △15,889千円

　 繰延税金資産合計 27,959千円

　 繰延税金負債との相殺 △27,959千円

　 繰延税金資産の純額 ―千円

　 繰延税金負債

　 前払年金費用 10,465千円

　 その他有価証券評価差額金 47,273千円

　 繰延税金負債合計 57,738千円

　 繰延税金資産との相殺 △27,959千円

　 繰延税金負債の純額 29,779千円

　

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　 法定実効税率 34.8％

　 （調整）

　 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7％

　 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.9％

　 住民税均等割等 3.6％

　 役員賞与引当金繰入超過額 1.8％

　 評価性引当額の増減 1.1％

　 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.8％

　 その他 △2.9％

　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.0％
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（3）法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成27年法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年

度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の34.8％から平成28年１月１日に開始する事業年度に

解消が見込まれる一時差異等については32.2％に、平成29年１月１日に開始する事業年度以降に解

消が見込まれる一時差異等については、31.5％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は1,479千円減少

し、法人税等調整額が6,430千円、その他有価証券評価差額金が4,950千円、それぞれ増加しており

ます。

(リースにより使用する固定資産に関する注記)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとお

りであります。

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
　

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 72,576千円 61,992千円 10,584千円

合 計 72,576千円 61,992千円 10,584千円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 6,048千円

１年超 4,536千円

合 計 10,584千円

　(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 6,048千円

減価償却費相当額 6,048千円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については原則として自

己資金で賄う方針であります。
　
　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形および売掛金、完成工事未収入金ならびに未収入金は、顧客の信用リス

クに晒されております。当該リスクに関しては、当社の得意先信用管理規程に従い、取引先ごとの

期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としてお

ります。

投資有価証券である株式は、投資先の信用リスクおよび市場価格の変動リスクに晒されておりま

すが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状

態を把握し、減損懸念の早期把握や軽減を図っております。

営業債務である支払手形、買掛金、未払金および工事未払金は、ほとんどが１年以内の支払期日

であります。また、支払期日に支払いを実施できなくなる流動性リスクが存在しますが、資金繰等

を考慮し、適切な資金管理を行うことでこれを回避しております。
　
　(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
　
2. 金融商品の時価等に関する事項

平成27年12月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりませ

ん((注２)参照)。

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 3,840,486 3,840,486 ―

(2) 受取手形 1,150,585 1,150,585 ―

(3) 売掛金 589,013 589,013 ―

(4) 完成工事未収入金 615,947 615,947 ―

(5) 未収入金 224,568 224,568 ―

(6) 投資有価証券

　 その他有価証券 573,959 573,959 ―

資産 計 6,994,560 6,994,560 ―

(1) 支払手形 590,155 590,155 ―

(2) 買掛金 250,963 250,963 ―

(3) 未払金 190,370 190,370 ―

(4) 工事未払金 165,417 165,417 ―

負債 計 1,196,905 1,196,905 ―

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金、(4) 完成工事未収入金、(5) 未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(6) 投資有価証券

すべて株式であり、これらの時価については、取引所の価格によっております。
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負債

(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 未払金、(4)工事未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。
　

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区 分 貸借対照表計上額

非上場株式 20,033

優先出資証券 100,000

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものである

ため、「資産(6) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

(注３)金銭債権の決算日後の償還予定額

(単位：千円)

１ 年 以 内 １年超５年以内 ５ 年 超

(1) 現金及び預金 3,840,486 ― ―

(2) 受取手形 1,150,585 ― ―

(3) 売掛金 589,013 ― ―

(4) 完成工事未収入金 615,947 ― ―

(5) 未収入金 224,568 ― ―

合 計 6,420,600 ― ―

(賃貸等不動産に関する注記)

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

　
(関連当事者との取引に関する注記)

1. 関連当事者との取引

　 親会社及び法人主要株主等
　

種類 会社等の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
立川ブラインド
工業株式会社

(被所有)
直接 55.56
間接 0.00

製品の販売

減速機、可動間
仕切等の販売

497,296
受 取 手 形
及び売掛金

277,885

工事の請負 994
受取手形及び
完 成 工 事
未 収 入 金

644

取引条件及び取引条件の決定方針等

1. 製品の販売価格は、総原価及び競合品の価格等を総合的に勘案し、価格交渉の上、その他
の一般取引条件と同様に決定しております。なお、決済条件は手形であります。

2. 工事の請負金額は、各物件ごとに仕様に基づき積算された見積原価をもとに、折衝の上、
その他の一般取引条件と同様に決定しております。なお、決済条件は現金および手形であ
ります。

上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含ま
れております。

2. 親会社又は重要な関連会社に関する注記

　 親会社情報

　 立川ブラインド工業株式会社(東京証券取引所に上場)
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(１株当たり情報に関する注記)

　(1) １株当たり純資産額 565円41銭

　(2) １株当たり当期純利益 7円87銭

　

(重要な後発事象に関する注記)

　該当事項はありません。

　

(その他の注記)

　該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

平成28年２月３日

富士変速機株式会社

　取締役会 御中

有 限 責 任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 賢 次　㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 近 藤 繁 紀　㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、富士変速機株式会社の平成27年１
月１日から平成27年12月31日までの第52期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

　以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第52期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した

意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等

に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監

査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして

会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決

議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必

要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる

ことを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関

する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨

の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について

検討いたしました。
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2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社との取引について、当該取引をするに当たり当社の利

益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについて

の取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　平成28年２月３日

富士変速機株式会社 監査役会

常勤監査役 宮 川 青 二 ㊞

監 査 役 蓮 井 隆 之 ㊞

監 査 役 中 島 茂 ㊞

(注) 監査役 蓮井隆之、中島 茂の２名は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社

外監査役であります。

　
以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様に対する適切な利益還元を経営の重要な政策と位置づけ、

経営体質の強化と今後の事業展開を踏まえた内部留保等を総合的に勘案し、安

定した配当を継続することを基本方針としております。

　当期の期末配当につきましては、この基本方針に基づき、以下のとおりとい

たしたいと存じます。これにより、既にお支払いしております中間配当金(１株

につき３円)を加えました年間の配当金は、１株につき合計６円となります。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

　 金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　 当社普通株式１株につき ３円 総額 50,747,130円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成28年３月22日
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第２号議案 定款一部変更の件

1. 提案の理由

(1) 「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１

日に施行されたことに伴い、新たな機関設計として監査等委員会設置会社制

度が導入されました。つきましては、取締役会の監督機能の強化によるコー

ポレート・ガバナンスの充実の観点から、監査等委員会設置会社に移行する

ために、定款の一部を変更するものであります。

(2) 業務執行を行わない取締役が、責任限定契約を締結することにより、期待

される役割を十分に果たすことができるようにするとともに、今後も有用な

人材の招聘を継続的に行うことができるようにするため、定款の一部を変更

するものであります。

なお、責任限定契約に係る定款変更につきましては、各監査役の同意を得

ております。

(3) その他、上記の変更に伴う所要の変更等を行うものであります。

2. 変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

なお、本議案にかかる定款変更は、本株主総会終結の時をもって効力を生じ

るものとします。

（下線部分は変更箇所を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

第 １ 章 総 則 第 １ 章 総 則

第１条～第３条
(条 文 省 略)

第１条～第３条
(現行どおり)

(機関)
第４条 当会社は、株主総会および取締

役のほか、次の機関を置く。
(1) 取締役会
(2) 監査役
(3) 監査役会
(4) 会計監査人

(機関)
第４条 当会社は、株主総会および取締

役のほか、次の機関を置く。
(1) 取締役会
(2) 監査等委員会

(削除)
(3) 会計監査人

第５条 (条 文 省 略) 第５条 (現行どおり)
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現 行 定 款 変 更 案

第 ２ 章 株 式 第 ２ 章 株 式

第６条～第12条
(条 文 省 略)

第６条～第12条
(現行どおり)

第 ３ 章 株主総会 第 ３ 章 株主総会

第13条～第19条
(条 文 省 略)

第13条～第19条
(現行どおり)

第 ４ 章 取締役および取締役会 第 ４ 章 取締役および取締役会

(員数および選任方法)
第20条 当会社の取締役は12名以内と

し、株主総会において選任する。

(員数および選任方法)
第20条 当会社の取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）は12名以内、
監査等委員である取締役は、４名
以内とし、監査等委員である取締
役とそれ以外の取締役とを区別し
て、株主総会において選任する。

　 2.～3. (条 文 省 略) 　 2.～3. （現行どおり）

(任期)
第21条 取締役の任期は、選任後２年以

内に終了する事業年度のうち最終
のものに関する定時株主総会の終
結の時までとする。

(任期)
第21条 取締役（監査等委員である取締

役を除く。）の任期は、選任後１
年以内に終了する事業年度のうち
最終のものに関する定時株主総会
の終結の時までとする。

(新 設) 　 2． 監査等委員である取締役の任期
は、選任後２年以内に終了する事
業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会の終結の時までとす
る。

　 2． 増員または補欠として選任され
た取締役の任期は、在任取締役の
任期の満了する時までとする。

　 3． 任期の満了前に退任した監査等
委員である取締役の補欠として選
任された監査等委員である取締役
の任期は、退任した監査等委員で
ある取締役の任期の満了する時ま
でとする。
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現 行 定 款 変 更 案

第22条～第23条
(条 文 省 略)

第22条～第23条
(現行どおり)

(取締役会の招集通知)
第24条 取締役会の招集通知は、会日の

３日前までに各取締役および各監
査役に対して発する。ただし、緊
急に招集する必要があるときは、
この期間を短縮することができ
る。

(取締役会の招集通知)
第24条 取締役会の招集通知は、会日の

３日前までに各取締役に対して発
する。ただし、緊急に招集する必
要があるときは、この期間を短縮
することができる。

　 2． 取締役および監査役の全員の同
意があるときは、招集の手続を経
ないで取締役会を開催することが
できる。

　 2． 取締役の全員の同意があるとき
は、招集の手続を経ないで取締役
会を開催することができる。

第25条 (条 文 省 略) 第25条 (現行どおり)

(取締役会の議事録)
第26条 取締役会における議事の経過の

要領およびその結果ならびにその
他法令に定める事項は、議事録に
記載または記録し、出席した取締
役および監査役が記名押印または
電子署名する。

(取締役会の議事録)
第26条 取締役会における議事の経過の

要領およびその結果ならびにその
他法令に定める事項は、議事録に
記載または記録し、出席した取締
役が記名押印または電子署名す
る。

第27条 (条 文 省 略) 第27条 (現行どおり)

(取締役の報酬等)
第28条 取締役の報酬、賞与その他の職

務執行の対価として当会社から受
ける財産上の利益（以下「報酬
等」という。）は、株主総会にお
いて定める。

(取締役の報酬等)
第28条 取締役の報酬、賞与その他の職

務執行の対価として当会社から受
ける財産上の利益（以下「報酬
等」という。）は、監査等委員で
ある取締役とそれ以外の取締役と
を区別して、株主総会において定
める。
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現 行 定 款 変 更 案

(新 設) (取締役の責任免除)
第29条 当会社は、会社法第427条第１

項の規定により、取締役（業務執
行取締役等であるものを除く。）
との間に、任務を怠ったことによ
る損害賠償責任を限定する契約を
締結することができる。ただし、
当該契約に基づく責任の限度額
は、法令が定める最低責任限度額
とする。

第 ５ 章 監査役および監査役会 (削 除)

(員数および選任方法)
第29条 当会社の監査役は４名以内と

し、株主総会において選任する。

(削 除)

　 2． 監査役の選任決議は、議決権を
行使することができる株主の議決
権の３分の１以上を有する株主が
出席し、その議決権の過半数をも
って行う。

(任期)
第30条 監査役の任期は、選任後４年以

内に終了する事業年度のうち最終
のものに関する定時株主総会の終
結の時までとする。

(削 除)

　 2． 任期満了前に退任した監査役の
補欠として選任された監査役の任
期は、退任した監査役の任期の満
了する時までとする。

(常勤の監査役)
第31条 監査役会は、その決議によっ

て、常勤の監査役を選定する。

(削 除)
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現 行 定 款 変 更 案

(監査役会の招集通知)
第32条 監査役会の招集通知は、会日の

３日前までに各監査役に対して発
する。ただし、緊急に招集する必
要があるときは、この期間を短縮
することができる。

(削 除)

　 2． 監査役全員の同意があるとき
は、招集の手続を経ないで監査役
会を開催することができる。

(監査役会の決議方法)
第33条 監査役会の決議は、法令に別段

の定めがある場合を除き、監査役
の過半数をもって行う。

(削 除)

(監査役会の議事録)
第34条 監査役会における議事の経過の

要領およびその結果ならびにその
他法令に定める事項は、議事録に
記載または記録し、出席した監査
役が記名押印または電子署名す
る。

(削 除)

(監査役会規程)
第35条 監査役会に関する事項は、法令

または本定款のほか、監査役会に
おいて定める監査役会規程によ
る。

(削 除)

(監査役の報酬等)
第36条 監査役の報酬等は、株主総会に

おいて定める。

(削 除)
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現 行 定 款 変 更 案

(新 設) 第 ５ 章 監査等委員会

(新 設) (監査等委員会の招集通知)
第30条 監査等委員会の招集通知は、会

日の３日前までに各監査等委員に
対して発する。ただし、緊急に招
集する必要があるときは、この期
間を短縮することができる。

　 2． 監査等委員全員の同意があると
きは、招集の手続を経ないで監査
等委員会を開催することができ
る。

(新 設) (監査等委員会の決議方法)
第31条 監査等委員会の決議は、法令に

別段の定めがある場合を除き、議
決に加わることができる監査等委
員の過半数が出席し、出席した監
査等委員の過半数をもって行う。

(新 設) (監査等委員会の議事録)
第32条 監査等委員会における議事の経

過の要領およびその結果ならびに
その他法令に定める事項は、議事
録に記載または記録し、出席した
監査等委員が記名押印または電子
署名する。

(新 設) (監査等委員会規程)
第33条 監査等委員会に関する事項は、

法令または本定款のほか、監査等
委員会において定める監査等委員
会規程による。
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現 行 定 款 変 更 案

第 ６ 章 会計監査人 第 ６ 章 会計監査人

第37条～第38条
(条 文 省 略)

第34条～第35条
(現行どおり)

(報酬等)
第39条 会計監査人の報酬等は、代表取

締役が監査役会の同意を得て定め
る。

(報酬等)
第36条 会計監査人の報酬等は、代表取

締役が監査等委員会の同意を得て
定める。

第 ７ 章 計 算 第 ７ 章 計 算

第40条～第43条
(条 文 省 略)

第37条～第40条
(現行どおり)
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件に、本株主総会

終結の時をもって監査等委員会設置会社に移行し、取締役全員（６名）は、任

期満了となります。つきましては、監査等委員会設置会社移行後の取締役（監

査等委員である取締役を除く。）７名の選任をお願いするものであります。

　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を

条件として効力を生じるものとします。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりでありま

す。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

１

※

河
か わ し ま

嶋　 謙 一
け ん い ち

(昭和30年２月11日生)

平成９年12月 立川ブラインド工業株式会社製造本

部購買部購買管理課長

0株

平成18年９月 立川機工株式会社製造管理部長

平成20年１月 立川ブラインド工業株式会社製造本

部購買部長
平成21年３月 タチカワトレーディング株式会社取

締役
平成27年12月 当社製造本部参事、現在に至る

２
足
あ だ ち

立　 髙 則
た か の り

(昭和29年７月18日生)

平成15年10月 当社技術部長兼商品企画課長

11,100株

平成16年３月 当社取締役技術部長兼商品企画課長

平成17年２月 当社取締役技術部長

平成22年１月 当社取締役減速機事業部長

平成23年３月 当社常務取締役減速機事業部長

平成25年３月 当社常務取締役減速機事業部長兼管

理部管掌兼監査室管掌
平成26年３月 当社常務取締役減速機事業部長兼管

理部管掌
平成26年７月 当社常務取締役管理本部長兼技術部

管掌
平成27年３月 当社常務取締役管理本部長兼品質保

証部長兼技術部管掌
平成27年11月 当社常務取締役製造本部長、現在に

至る

３
井
い も と

本　 明
あきら

(昭和29年９月１日生)

平成16年６月 立川ブラインド工業株式会社新潟工

場製造管理課長

4,400株

平成18年９月 当社製造部長補佐

平成19年１月 当社製造部長補佐兼製造計画室長兼

美濃工場長

平成19年３月 当社取締役製造部長兼美濃工場長

平成22年１月 当社取締役品質保証部長

平成27年３月 当社取締役製造本部長

平成27年11月 当社取締役管理本部長兼品質保証部

管掌、現在に至る
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

４
市
い ち は ら

原　 英 孝
ひ で ゆ き

(昭和39年５月26日生)

平成17年２月 当社減速機営業部次長兼営業課長

6,000株

平成17年８月 当社減速機事業部本社営業部次長兼

営業課長
平成19年10月 当社減速機事業部東日本営業部長代

行

平成22年１月 当社減速機事業部営業部長

平成25年３月 当社取締役減速機事業部営業部長

平成26年７月 当社取締役営業本部長兼減速機営業

部長、現在に至る

５
山
や ま だ

田　 昭 広
あ き ひ ろ

(昭和37年７月11日生)

平成19年３月 当社技術部減速機技術課長兼商品企

画課長

6,500株

平成20年５月 当社技術部次長兼商品企画課長

平成22年１月 当社減速機事業部技術部長兼開発課

長
平成25年３月 当社技術開発統括部減速機開発部長

平成26年１月 当社パーキング事業部技術部長

平成26年７月 当社技術部長

平成27年３月 当社取締役技術部長、現在に至る

６

※

山
や ま う ち

内　 信
あきら

(昭和40年９月３日生)

平成23年７月 立川ブラインド工業株式会社経営企

画室情報企画課長
0株平成25年２月 同社経営企画室次長

平成25年８月 同社管理本部情報システム部長、現

在に至る

７

※

蓮
は す い

井　 隆 之
た か ゆ き

(昭和35年２月15日生)

平成11年４月 立川ブラインド工業株式会社経営企

画室企画課長

0株

平成17年６月 同社管理本部総務部法務株式課長

平成23年１月 同社管理本部総務部長

平成24年３月 当社監査役、現在に至る

平成26年８月 立川ブラインド工業株式会社管理本

部付部長
平成27年８月 同社監査室長、現在に至る

　

(注) 1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. ※印は、新任の候補者であります。
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第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件に、本株主総会

終結の時をもって監査等委員会設置会社に移行します。つきましては、監査等

委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を

条件として効力を生じるものとします。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

1

※

宮
み や が わ

川 　 青
せ い じ

二

(昭和26年６月１日生)

平成11年４月 立川ブラインド工業株式会社東京支

店新潟地区支店長

1,700株

平成15年１月 同社関東支店長

平成21年１月 同社名古屋支店長

平成21年３月 当社監査役

平成23年３月 当社監査役退任

平成24年１月 立川ブラインド工業株式会社名古屋

支店長付
平成24年２月 当社管理部理事

平成24年３月 当社常勤監査役、現在に至る

2

※

中
な か し ま

島 　 茂
しげる

(昭和25年６月25日生)

平成16年３月 岐阜県関警察署副署長

0株

平成17年３月 岐阜県警察本部刑事部管理官兼刑事

総務課次席
平成19年３月 岐阜県警察本部生活安全部鉄道警察

隊長
平成20年３月 岐阜県警察本部刑事部機動捜査隊長

平成21年３月 岐阜県可児警察署長

平成23年３月 当社監査役、現在に至る

3

※

木
き む ら

村 　 静
き よ ゆ き

之

(昭和27年10月25日生)

昭和56年４月 弁護士登録

0株

昭和59年４月 後藤・木村合同法律事務所開設

平成25年７月 木村法律事務所開設、現在に至る

（重要な兼職の状況）

　木村法律事務所所長

　株式会社ＫＶＫ社外監査役
　

(注) 1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 中島 茂および木村静之の両氏は、社外取締役候補者であります。
3. 中島 茂および木村静之の両氏は、名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者で

あります。
4. 社外取締役候補者の選任理由は、以下のとおりであります。
　 中島 茂氏は、直接経営に関与した経験はありませんが、岐阜県警察本部他において要職

を務められ、豊富な経験と幅広い知見を有しており、社外取締役としての職務を適切に遂
行いただけるものと判断したためであります。なお、同氏は現在当社の社外監査役であり、
監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって５年となります。

　 木村静之氏は、直接経営に関与した経験はありませんが、弁護士として法務に精通し、豊
富な経験と幅広い知見を有しており、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるも
のと判断したためであります。
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5. ※印は、新任の候補者であります。
6. 当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されることを条件に、各

候補者との間で会社法第427条第１項の規定により、任務を怠ったことによる損害賠償責任
を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、法
令が規定する最低責任限度額であります。
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第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額設定の件

当社の取締役の報酬等の額は、平成19年３月23日開催の第43期定時株主総会

において年額１億1,000万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議

いただいておりますが、当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決

を条件として、本株主総会終結の時をもって監査等委員会設置会社に移行いた

します。つきましては、会社法第361条第１項および第２項の定めに従い、現在

の取締役の報酬等の額に関する定めに代えて、取締役（監査等委員である取締

役を除きます。以下本議案において同じです。）の報酬等の額を、経済情勢等諸

般の事情も考慮して、「年額１億1,000万円以内」と定めること、および各取締

役に対する具体的金額、支給の時期等の決定は、取締役会の決議によるものと

することにつきお諮りするものであります。なお、取締役の報酬等の額には、

使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたしたいと存じます。

　 現在の取締役は６名でありますが、第２号議案「定款一部変更の件」および

第３号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件」が原案

どおり承認可決された場合、監査等委員会設置会社に移行した後の取締役は７

名となります。

本議案の内容は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力

発生を条件として効力を生じるものとします。

第６号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件

第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、本株主総会終結

の時をもって監査等委員会設置会社に移行いたします。つきましては、会社法

第361条第１項および第２項の定めに従い、監査等委員である取締役の報酬等の

額を、経済情勢等諸般の事情も考慮して、「年額2,500万円以内」と定めること、

および各監査等委員である取締役に対する具体的金額、支給の時期等の決定は、

監査等委員である取締役の協議によるものとすることにつきお諮りするもので

あります。

第２号議案「定款一部変更の件」および第４号議案「監査等委員である取締

役３名選任の件」が原案どおり承認可決された場合、監査等委員会設置会社に

移行した後の監査等委員である取締役は３名となります。

本議案の内容は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力

発生を条件として効力を生じるものとします。
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第７号議案 退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

本株主総会終結の時をもって取締役を退任されます國米利政氏、および第２

号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件に監査等委員会設置会社への移

行に伴い監査役を退任されます宮川青二、中島茂の両氏に対し、在任中の功労

に報いるため、当社の定める内規に従い、その範囲内で退職慰労金を贈呈いた

したく存じます。

なお、具体的な金額、贈呈の時期、方法等は、退任取締役については取締役

会に、退任監査役については監査等委員である取締役の協議にご一任願いたい

と存じます。

本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を

条件として効力を生じるものとします。

　上記退任取締役および退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

國
こ く ま い

米 　 利
と し ま さ

政

平成15年３月 当社取締役就任

平成24年12月 当社専務取締役就任

平成26年３月 当社代表取締役社長就任、現在に至る

宮
み や が わ

川 　 青
せ い じ

二 平成24年３月 当社監査役就任、現在に至る

中
な か し ま

島 　 茂
しげる

平成23年３月 当社監査役就任、現在に至る

　

以 上
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ローソン
十六銀行

長良小学校

国際会議場

長良高校

長良川

金華山

岐阜城
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入口
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Ｐ

長良公園
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大縄場大橋

崇福寺
Ｎ

円徳寺

名鉄岐阜駅

至高山JR岐阜駅

岐阜城

市役所

柳ケ瀬

岐阜
公園

金華山
ドライブウェイ

善光寺
伊奈波神社

メモリアル
センター

国際会議場

岐阜グランドホテル

大　

阪

岐
阜
グ
ラ
ン
ド
ホ
テ
ル

Ｊ
Ｒ
岐
阜
羽
島
駅

Ｊ
Ｒ
名
古
屋
駅

名
鉄
名
古
屋
駅

名
鉄
岐
阜
駅

Ｊ
Ｒ
岐
阜
駅

東　

京

東海道新幹線50分
(こだま) タクシー45分

タクシー20分

タクシー15分

岐阜バス20分

岐阜バス20分
徒歩5分

名鉄本線
30分
(特急)

名鉄羽島線30分
東海道新幹線50分

(のぞみ)

東海道新幹線100分
(のぞみ)

JR東海道本線20分
(快速)

株主総会会場ご案内図
<会場> 岐阜グランドホテル 本館２階 孔雀の間
　 岐阜県岐阜市長良648 TEL:(058)233-1111

会場周辺のご案内

会場へのご案内

交通機関をご利用の場合 バスご利用の場合
●名鉄岐阜駅・ＪＲ岐阜駅より約20分

　加野団地線、三輪釈迦行き
………長良川温泉下車

＜お知らせ＞

当日、９時10分にJR岐阜駅隣接の
「じゅうろくプラザ」前より送迎バ
スを運行いたします。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年02月17日 16時36分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）


